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かなぎん ビジネスダイレクト ご利用規定 

 

1．（サービス内容およびサービス利用対象者） 

（1）サービス内容 

かなぎんビジネスダイレクト（以下｢本サービス｣といいます）とは、所定の申込手続を完了したお

客様（以下｢契約者｣といいます）が、株式会社神奈川銀行（以下｢当行｣といいます）との間で、イ

ンターネットに接続可能なパーソナルコンピュータ等（以下｢端末｣といいます）により、次の取引

を行うことができるサービスをいいます。 

①照会サービス・振込振替サービス（残高照会、入出金明細照会、振込入金明細照会、振込・振替） 

②データ伝送サービス（総合振込、給与・賞与振込、口座振替） 

③その他当行所定のサービス 

（2）サービス利用対象者 

本サービスの利用対象者は法人、個人ともに利用できます。ただし、外国為替及び外国貿易法 第

6 条第 1 項第 6 号に定める非居住者を除きます。 

 

2．（サービス取扱日・取扱時間） 

本サービスの取扱日時は、当行所定の日時とします。ただし、当行は契約者に事前に通知することな

くこれを変更する場合があります。 

 

3．（利用できる端末等） 

本サービスを利用できる端末の機種およびブラウザのバージョンは、当行所定のものに限られます。

電子認証方式の場合は、電子証明書をインストールした端末からの利用に限られます。 

 

4．（支払指定口座） 

本サービスにおいて、契約者の申込口座を支払指定口座として定め、資金および手数料等は申込口座

を経由して移動するものとします。なお、申込口座の届出印を本サービスにおける届出印とします。 

 

5．（手数料） 

（1）本サービスの利用にあたっては、当行所定の月額基本手数料を支払うものとします。振込、総合

振込、給与・賞与振込の利用にあたっては、当行所定の振込手数料を支払うものとします。 

（2）当行は前項の手数料を当行所定の日に預金通帳・払戻請求書・当座小切手等の提示なしで、申込

口座から引落します。月額基本手数料は開始月、変更月、解約月の日割計算は行わないものとしま

す。 

（3）当行は前項（1）の手数料を契約者に事前に通知することなく変更できるものとします。また、

提供するサービス等の変更に伴い、手数料を新設・変更する場合があります 

 

6．（本人確認） 

（1）本人確認方法本サービスを利用する際の契約者本人の確認は、電子証明書、ログインＩＤ、ログ

インパスワード（以下｢本人確認情報｣といいます）を使用して、次のいずれかの方法により行うも
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のとします。 

①電子認証方式 

電子証明書およびログインパスワードにより確認する方式 

②ＩＤ認証方式 

ログインＩＤおよびログインパスワードにより確認する方式なお、変更する場合は、当行所定の

方法により届出るものとし、電子証明書は当行所定の期間に限り有効です。契約者は有効期間終

了前に当行所定の方法により、更新手続をとるものとします。電子証明書をインストールした端

末を譲渡、廃棄等する場合、インストールした端末および電子証明書を紛失、盗難、破損等した

場合、契約者は当行所定の方法により、電子証明書の失効を申し出るものとします。契約者がこ

の失効の申出を行わなかった場合、電子証明書の不正使用その他事故が発生しても、これにより

生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（2）本人確認情報、端末の管理 

本人確認情報および端末（トランザクション認証用トークン）は、第三者（当行が許容する電子決

済等代行業者のサービス※を除く）に知られたり、盗難されないよう契約者ご自身の責任において

厳重に管理してください。またパスワードは安全性を高めるため、定期的に変更してください。契

約者ご自身で本人確認情報、端末につき、失念、紛失、盗難の場合、偽造、変造、盗用その他不正

使用の恐れがある場合、契約者は当行所定の時間内に当行所定の手続を直ちにとるものとします。

※許容する電子決済等代行業者のサービスについては、当行所定の方法により周知します。なお、

当該サービスを起因とした損害について、当行はその責を負いません。 

（3）本人確認情報相違等によるサービス停止 

本人確認情報の入力を当行所定の回数以上連続して誤った場合は、当行は本サービスの利用を停止

します。契約者が本サービスを再開するには、当行所定の方法により届出るものとします。 

（4）トランザクション認証用トークン 

①トランザクション認証用トークンの取り扱い 

トランザクション認証用トークンは、１契約者につき１個ずつ契約者の届け出住所あてに郵送し

ます。契約者は､トランザクション認証用トークンの受け取り後､速やかに本サービスにログイン

し､利用登録手続きを行なうものとします。 

また、契約者は､当行所定の方法で申し込むことで､トランザクション認証用トークンの追加発行

を受けることができます。トランザクション認証用トークンの追加発行には､当行所定の手数料

がかかります。 

②トランザクション認証の利用方法 

トランザクション認証では、トランザクション認証用トークンに付帯するカメラにより、パソコ

ン等の画面上に表示される２次元コードを読み取ることで、トランザクション認証用トークンの

画面上に当行が受信した取引内容と生成されたトランザクション認証番号が表示されるため、取

引内容を確認のうえ、パソコン等の画面上にトランザクション認証番号を入力することで、本人

確認を実施します。 

③有効期限 

トランザクション認証用トークンには有効期限はありません。電池を交換することで、継続的に

利用できます。電池切れにともなう交換用電池の用意については、契約者が負担するものとしま

す。 
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7．（電子メールの利用） 

（1）契約者は当行から契約者への通知・照会手段として、電子メールを利用することに同意するもの

とします。 

（2）契約者は電子メールアドレスをサービス登録時に、当行所定の方法により届出るものとします。 

（3）当行は受付結果やその他告知を届出の電子メールアドレスに送付します。当行が電子メールアド

レスに送信したうえは、通常到達すべき時に到達したものとみなし、未着・延着によって生じた損

害について、当行は責任を負いません。 

 

8．（取引の依頼） 

（1）取引の依頼方法 

本サービスによる取引は、本規定第６条による本人確認が終了後、契約者が取引に必要な所定事項

を当行の指定する方法により、当行に正確に伝達することで取引を依頼するものとします。依頼内

容について契約者と当行との間で疑義が生じた場合は、当行の記録内容を正当なものとして取扱う

ものとします。 

（2）取引限度額 

1 日あたりの取引限度額は、契約者が当行に申込書により届出た金額とします。契約者による申込

書への取引限度額の記入がない場合は、当行所定の金額を取引限度額とします。取引限度額を超え

た依頼については、当行は実行する義務を負いません。なお、当行は契約者に通知することなく取

引限度額を変更することがあります。 

 

9．（口座情報の照会） 

当行は契約者からの依頼に基づき、申込口座について、各種の照会（残高照会・入出金明細照会等）

サービスを行います。照会サービスにおいて当行が回答する内容は、照会時点の最新の取引内容が反

映されない場合があることを承認し、これに起因して契約者に損害が発生しても、当行は責任を負い

ません。また、取引照会は当行所定の期間内の回答とします。 

 

10．（振込・振替） 

（1）サービス内容 

振込・振替サービスとは、端末を用いた契約者からの振込・振替依頼に基づき、申込口座より契

約者の指定する金額を引落しの上、契約者の指定する当行、または当行の承認する金融機関の国

内本支店の預金口座（以下｢入金指定口座｣といいます）宛に資金移動を行うことをいいます。 

①振替取引 

支払指定口座と入金指定口座が同一店内かつ同一名義の場合の資金移動 

②振込取引 

上記以外の資金移動 

入金指定口座の指定は、以下の方法により行うものとします。 

①事前登録方式 

契約者があらかじめ当行へ当行所定の書面により入金指定口座を届出のうえ、当行が登録して

おく方式 
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②都度指定方式 

取引の都度、契約者が入金指定口座を指定する方式都度指定方式を利用する場合は、事前に当

行所定の方法により届出ることとします。都度指定方式は、利用者による操作だけで任意先に

振込めてしまうリスクを認識した上で、利用者ご自身の責任において利用するものとします。 

（2）振込・振替の依頼 

振込・振替の依頼は、支払指定口座、入金指定口座情報（銀行名、支店名、科目、口座番号、受

取人名）、振込・振替金額等を当行宛送信して行うものとし、当行所定の時限までに受付けたもの

を、当日に受付けたものとして取扱うものとします。 

（3）振込・振替依頼の確認 

当行が振込・振替依頼を受信した場合は、当行側の受付処理を終えたことを契約者宛に電子メー

ルで送信します。取引状況照会により、取引内容を照会してください。ただし、当行側の受付処

理完了が、振込・振替先への入金処理完了を意味することにはなりません。また、依頼内容に誤

りがあっても、これにより生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（4）振込・振替資金引落し 

依頼内容が確定した場合、当行は各種預金規定等に関わらず、預金通帳・払戻請求書・当座小切

手等の提示なしで、支払指定口座から振込・振替資金及び振込手数料を当行所定の方法により当

行所定の時間に引落します。振込指定日を翌営業日以降に指定した場合は、振込・振替資金およ

び振込手数料は振込指定日の前営業日までに利用口座に入金してください。当行は引落しが完了

した時点で振込・振替取引が成立したものとみなし、入金指定口座宛に振込通知を発信し、また

は振替処理を行います。なお、領収書等は発行しないものとします。 

（5）振込・振替資金引落し不能の場合の取扱 

振込・振替の受付時（振込・振替予約の場合は振込・振替指定日の前日夜間、ただし翌営業日指

定の場合は当行が別途定める時間とすることがあります）に次の各号に該当する場合、当該取引

の依頼はなかったものとして取り扱います。この場合、当行所定の時間より後に支払指定口座か

ら振込・振替資金および振込手数料の引落しが可能となった場合においても、当行は振込・振替

の手続についてその責任を負いません。 

①振込・振替資金および振込手数料の引落し金額が利用口座から払戻すことのできる金額（当座

貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超えるとき。 

②利用口座が解約済みのとき、あるいは契約者から利用口座の支払停止の届出がありそれに基づ

き当行が所定の手続きを行ったとき。 

③差押等やむを得ない事情があり、当行が支払いあるいは入金を不適当と認めたとき。 

（6）振込・振替依頼確定後の取消・変更・組戻 

①振込・振替依頼確定後に本サービスでの取消・変更・組戻はできません。 

②確定した振込依頼に基づき発信した振込について、入金口座なし等の理由により振込先の金融

機関から振込資金が返却された場合には、当行は契約者に確認することなく振込依頼がなかっ

たものとして、支払指定口座に振込資金を返却いたします。なお、当該振込にかかった振込手

数料は返却しません。また、これによって生じた損害について は、当行は責任を負いません。 

③指定日振込は、振込指定日の前営業日の当行所定の時刻までに、契約者が端末から取消手続を

行うことができます。 

④当行が振込依頼確定後の取消・変更・組戻を承諾した場合には、契約者は支払指定口座のある
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当行本支店の窓口において、当行所定の書面による手続を行ってください。また、この場合に

は当行所定の手数料を支払うものとします。なお、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信

している場合には、訂正・組戻ができないことがあります。この場合には、受取人との間で協

議してください。 

 

11．（総合振込、給与・賞与振込） 

（1）当行は契約者からの依頼によるデータ伝送サービスを利用した総合振込事務、給与・賞与振込

事務を受託します。なお、振込先として指定できる取扱店は、当行の本支店および全国銀行デー

タ通信システム加盟金融機関の国内本支店とします。給与・賞与振込における入金指定口座は、

契約者の役員・従業員（以下｢受給者｣といいます）の本人名義の普通預金または当座預金としま

す。 

（2）総合振込の振込指定日は依頼日の翌営業日以降の当行の営業日とし、給与・賞与振込の振込指

定日は依頼日の営業日以降の当行の営業日とし、いずれも契約者が振込データ内に記録指定する

ものとします。 

（3）総合振込または給与・賞与振込の依頼は、当行所定の時限までに振込データの承認を行い、当

行は当行所定の時限までに受付けたもののみを取扱うものとします。 

（4）確定した依頼内容に従い当行が手続を実行した場合は、依頼内容に誤りがあっても、これによ

り生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（5）当行は依頼内容が確定した後、当行所定の日に契約者が指定した入金指定口座宛に振込通知を

発信する、または振替処理を実施する手続を行います。振込資金・振込手数料は当行所定の時間

に支払指定口座から引落します。残高不足の場合には振込の取扱ができない場合があります。 

（6）総合振込の受取人に対する振込資金の支払開始時期は、入金指定口座に入金されたときとしま

す。給与・賞与振込の受給者に対する振込資金の支払開始時期は、振込指定日の午前 10 時としま

す。 

（7）当行は振込受取人（受給者）に対し、入金通知を行いません。 

（8）振込依頼確定後の取消・変更・組戻総合振込、給与・賞与振込の振込依頼確定後の取消・変更・

組戻については、本規定第 10 条第 6 項①、②および④を準用するものとします。 

 

12.（口座振替） 

（1）契約者は預金口座振替による収納事務の取り扱いを当行に委託することができます。なお、契

約者に対し代金・料金等の対価を支払う債務者（以下「支払人」）が指定できる代金・料金用の対

価（以下「収納金」）の引き落とし指定口座は、当行本支店にある支払名義人の普通預金・当座預

金に限ります。 

（2）本サービスの利用に際しては、別途預金口座振替契約が必要です。また、収納金の種類・内容

はあらかじめ契約者が当行所定の方法により届け出ることとし、これを変更することはできません。 

 

13．（免責事項） 

（1）天災・火災・騒乱等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、通信機器・回線・インターネット・

端末・コンピュータの障害・誤作動ならびに回線の不通、端末の盗難・紛失等、当行の責によら

ない事由により取扱が遅延したり不能となった場合、そのために生じた損害について、当行は責
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任を負いません。 

（2）本規定第 6 条の本人確認手続を経た後に行われた一切の行為について、本人確認情報、端末に

つき 5 偽造、変造、盗用または不正使用その他の事故があっても、そのために生じた損害につい

て、当行は責任を負いません。 

（3）電話回線・専用回線・インターネット等の通信経路において盗聴・不正アクセス等により、契

約者の本人確認情報、取引情報等が漏洩した場合、そのために生じた損害について、当行は責任

を負いません。 

（4）契約者が申込書に押印した印鑑と当該申込口座の届出印鑑を相当の注意をもって照合し、相違

ないものと認めて取扱を行った場合、それらの申込書につき偽造、変造、盗用または不正使用そ

の他の事故があっても、そのために生じた損害について、当行は責任を負いません。 

 

14．（届出事項の変更） 

（1）印章・名義・商号・代表者・住所・指定口座その他届出事項に変更がある場合には、当行所定

の書面により取引店に直ちに届け出ください。 

（2）変更の効力は、当行の変更手続が完了した後に有効となります。変更手続完了前に生じた損害

について、当行に過失がある場合を除き、当行は責任を負いません。 

 

15．（不正な取引） 

（1）本サービスにおいて、盗取されたパスワード等を用いるなど第三者による預金等の不正な払出

し（以下、「不正な取引」といいます）によって契約者の利用口座に生じた損害について、次の各

号のすべてに該当する場合、契約者は当行に対して当行所定の補償限度額の範囲内で補償の請求

を申し出ることができます。 

①当行が導入・指定するセキュリティ対策を実施していること。 

②本サービスを使用する端末にセキュリティ対策ソフトを導入のうえ最新の状態に更新して稼動

していること。（特定のソフトを指定するものではありませんが、端末上でリアルタイムに作動

するものが前提となります） 

③パスワード等の盗用や不正な取引に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われ、かつ当

行の調査に対し契約者より十分な説明が行われていること。 

④警察に被害を届け出て、被害事実等の事情説明を行い捜査に協力されていること。 

（2）前項の申出がなされた場合、不正な取引が契約者の故意による場合を除き、当行は、当行へ通

知が行われた日の 30 日前の日以降になされた不正な取引にかかる損害（取引金額および手数料の

額に相当する金額（以下、「補償対象額」といいます））について、契約者のご利用状況やセキュ

リティ対策の状況を調査させていただいたうえで個別に補償を検討するものとします。 

（3）前項の規定にかかわらず、不正な取引が行われたことについて次のいずれかに該当する場合に

は、当行は補償の責任を負いません。 

①ID・パスワード等の本人確認情報や、本サービスで使用する端末を第三者に提供・貸与した場

合。 

②端末が盗難、乗っ取りに遭った場合において、ID・パスワード等の本人確認情報を端末に保存

していた場合。（正規の方法で電子証明書を端末に保存している場合は除きます） 

③当行が注意喚起しているにも拘らず、注意喚起された方法でフィッシング画面等へ不用意に
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ID・パスワード等の本人確認情報を入力してしまった場合。 

④契約者の従業員等関係者の犯行または契約者の従業員等関係者が加担した不正な取引であった

場合。 

⑤直接間接を問わず、第三者からの指示または脅迫に起因して生じた損害である場合。 

⑥契約者が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説明を

行った場合。 

⑦その他、上記と同程度の重過失が認められた場合。 

⑧日本国外でのご利用など、本サービスが正常な機能を発揮しない状況で不正取引等が行われた

場合。 

⑨戦争、暴動、地震等による著しい社会秩序の混乱に乗じてまたはこれに付随して、不正取引等

が行われた場合。 

（4）次のいずれかに該当する場合には、当行は補償対象額を減額した金額を補償あるいは補償を行

わないことがあります。 

①本サービスを使用する端末の基本ソフト（OS）やブラウザ等、各種ソフトウェアを最新の状態

に更新していない場合。 

②メーカーのサポート期限が経過した基本ソフト（OS）やブラウザ等、各種ソフトウェアを使用

していた場合。 

③本サービスで使用するパスワードを定期的に変更していない場合。 

④当行が指定する正規の手順で電子証明書を使用していない場合。 

⑤その他、上記と同程度の過失が認められた場合。 

⑥当行からの通知を受信可能な E メールアドレス（フリーメールアドレスを除きます）を本サー

ビスに登録していない場合、あるいはいわゆるフリーメールアドレスを登録アドレスとされて

いた場合。 

 

16．（サービスの停止） 

（1）本サービスを提供するシステム（以下｢本システム｣といいます）のハードウェア機器・ソフト

ウェア等の保守点検・内容の変更作業を行うために任意に本サービスの全部または一部を一時停

止する場合があります。 

（2）本サービスを一時停止する場合、本システムの稼動不良による場合を除き、あらかじめ当行の

定める方法で通知します。 

（3）当行の責によらない第三者の故意・過失による不具合の対策、回線工事等が必要な場合には、

取扱時間中であっても契約者に予告なく、本サービスの全部または一部を一時停止する場合があ

ります。 

 

17．（解約） 

（1）本サービスは、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。ただし、当行に対す

る解約の通知は当行所定の書面によるものとします。解約の効力は、当行の解約手続が完了した

後に有効となります。解約手続完了の前に生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（2）申込口座が解約された場合には、本契約は解約されたものとみなします。 

（3）契約者に次の各号の事由が一つでも該当する場合には、当行はいつでも事前に通知することな
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く本契約を解約することができるものとします。 

①支払停止または破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開始もしくは特別清算

開始その他今後施行される倒産処理法に基づく倒産手続開始の申立があったとき、あるいは契

約者の財産についての仮差押え、保全差押え、差押えまたは競売手続開始の申立があったとき 

②電子交換所またはでんさいネットの取引停止処分を受けたとき 

③相続の開始があったとき 

④住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由により、当行において契約者の所在が不

明になったとき 

⑤第 5 条に定める当行に支払うべき所定の手数料の未払い等が生じたとき 

⑥1 年以上の期間にわたり本サービスの利用がないとき 

⑦解散、その他営業活動を休止したとき 

⑧当行への本規定に基づく届出事項について、虚偽の事項を通知したことが判明したとき 

⑨マネー・ロ一ンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に利用され、ま

たはそのおそれがあると認められるとき 

⑩本サービスが法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

とき 

⑪本規定に違反する等、当行がサービスの中止を必要とする相当の事由が発生したとき 

（4）本契約が解約等により終了した場合には、そのときまでに処理が完了していない取引について、

当行はその処理をする義務を負いません。なお、解約手続完了後に生じた損害について、当行は

責任を負いません。 

（5）本条第 1 項から第 4 項により本サービスが解約となった場合には、契約者はその時点で発生し

ている第 5 条の手数料を直ちに支払うこととします。 

 

18．（規定の準用） 

本規定に定めのない事項については、当行所定の普通預金規定（総合口座取引規定を含みます）、貯

蓄預金規定、当座勘定規定、カードローン規定、振込規定等の各規定、および銀行取引約定書の定め

により取扱います。 

 

19．（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまたは到達

しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

20．（規定の変更等） 

（1）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の事由があると認められ

る場合には、当行ホームページへの掲載による公表その他相当の方法で周知することにより、変

更できるものとします。 

（2）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

21．（海外からの利用について） 

本サービスは、原則として国内からの利用に限るものとし、契約者は海外からの利用については、本
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サービスの全部または一部を利用できない場合があることに同意するものとします。 

 

22．（契約期間） 

本契約の当初契約期間は、契約日から起算して 1 年間とし、契約者または当行から特に申し出のない

限り、契約期間満了日の翌日から 1 年間継続されるものとします。継続後も同様とします。 

 

23．（業務委託の承諾） 

当行は当行が任意に定める第三者に業務の全部または一部を委託できるものとし、契約者は当該委託

に必要な範囲内で契約者に関する情報が委託先に開示されることに同意します。 

 

24．（譲渡・質入れ） 

本規定に基づく契約者の権利は、譲渡・質入れすることはできません。 

 

25．（合意管轄） 

本契約に関する訴訟については、当行本店の所在地を管轄とする裁判所を管轄裁判所とします。 

 

26.（反社会的勢力の排除） 

（1）お客さまは、本条(2)および(3)の反社会的勢力でないことの表明・確約の内容を確認のうえ、同

意した場合に限り、本サービスを利用できることとします。 

（2）お客さまは、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴

力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といいます）に該当しないこと、および

次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約し

ます。 

①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって

するなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められ

る関係を有すること 

⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有す

ること 

（3）お客さまは、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを

確約します。 

①暴力的な要求行為 

②法的な責任を超えた不当な要求行為 

③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨害

する行為 

⑤その他前各号に準ずる行為 
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以上 


